予算要求資料
平成２６年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：精神保健費　　　
	事業名　酒害相談事業費


　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部　精神保健福祉センター　保健福祉係　電話番号：058-273-1111（内 2252 ）

　E-mail：c22606@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　３８６　千円（前年度予算額：  ３８６ 千円）
＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	386
	128
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	258

	要求額
	386
	128
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	258

	決定額
	386
	128
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	258


２　要求内容

（1） 要求の趣旨（現状と課題）
　　アルコール問題は、自殺や家庭崩壊、交通事故等様々な問題に発展する可能性があ

るため、アルコールが原因となるトラブル、悩みについて相談に応じるとともに酒害
に係る研修会を開催する。
（２）事業内容

　　以下の事業を特定非営利活動法人岐阜県断酒連合会に委託して実施する。

(1) 酒害相談（所外）

アルコール問題に悩む本人及び家族等に対し酒害相談を実施する。

自らがアルコール依存症から回復した断酒会の会員及び家族が対応する。

(2) 酒害者等研修会

適正飲酒及びアルコール関連問題に関する知識の普及、相談及び断酒会の組織育

成を図るための研修会を開催する。

（３）県負担・補助率の考え方

　　　国１／３、県２／３

（４）類似事業の有無

　　　類似事業は無し。
３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	77
	出張相談、技術援助指導

	需用費
	3
	消耗品費

	役務費
	6
	郵便、電話料

	委託料
	300
	断酒会への委託料

	合計
	386
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）事業主体及びその妥当性
　　委託先：特定非営利活動法人 岐阜県断酒会

　　　アルコール問題に悩む方々に対する相談は、特にピアカウンセリング（仲間によ
るカウンセリング）が有効であり、また、県断酒会は地域の断酒会と連携しアルコ

ール問題に精力的に取り組んでいる。
　　　したがって、岐阜県断酒会に事業を委託することは妥当である。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　アルコール問題に対して早い段階で対応することができるよう、酒害相談の認知度を上げ、飲酒に関する正しい知識の普及を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	アルコール問題を抱えている人数を把握することは困難であり、相談実績をもって目標を達成したとはいえない事業であることから、指標を設定することはできない。


（平成25年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　(1)酒害相談（所外）

　　 各圏域において断酒会の協力を得ながら地域住民の酒害相談を実施する。

　　　 岐阜圏域（岐阜市南部ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ）　4回(9月～12月)  岐阜断酒新生会　

　　　 西濃圏域（大垣市総合福祉会館）　　4回(9月～12月)　西濃断酒会

　　　 中濃圏域（郡上市八幡町南部ｺﾐｭﾆﾃｨ消防ｾﾝﾀｰ）4回(9月～12月)中濃断酒会

　　　 東濃圏域（西）（土岐市ｳｴﾙﾌｪｱ土岐） 2回(9月、11月) 東濃断酒新生会

　東濃圏域（東）（恵那市中公民館）　 2回(10月、12月) 東濃東部断酒会　

　飛騨圏域（高山市総合福祉ｾﾝﾀｰ）　　4回(9月～12月)　高山断酒会

　(2)酒害者等研修会

　　　 アルコール依存症本人や家族の体験発表を中心とした研修会を開催し、本人及

び家族に生ずる問題を知ってもらい、問題解決の必要性の認識につなげるとともに、各地域断酒会との連携を図ることで組織の育成につなげた。

　　 開 催 日：平成２５年９月７日、８日

　　 開催場所: 国立乗鞍青少年交流の家（高山市）　
   


（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　（事業の成果）　

平成24年度までの過去５年間の実績は下表のとおり

○酒害相談相談者件数

年度

H20
H21
H22
H23
H24
件数

22
24
35
25
19
○酒害者等研修会参加者数

年度

H20
H21
H22
H23
H24
参加者数

89
130
132
94
88
（今後見込まれる成果）

アルコール依存症の治療には精神科医療が必要であるが、アルコール問題に

悩む方々に対しての相談には、特にピアカウンセリング（仲間によるカウンセリング）が有効な手段であり、アルコール依存者の回復につながりやすい。また、家族がアルコール依存症の場合には、現実的な対応を学ぶことができる。
　　  酒害者等研修会は様々な状況の体験が発表される場であることから、酒害問題

に取り組む者にとって貴重な学習の機会となっている。断酒会が開催する研修会

は恒常的な活動として定着し、地域の断酒会との連携や仲間をつなぐ場所となっている。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　経済が低調のなか、ストレスや不安から過度の飲酒に走る方が多い状況にある。アルコール依存は本人のみならず家庭崩壊も招きかねない問題であり、県としても積極的に関与し予防や回復を支援する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　酒害相談については、事業の広報が十分でないため相談件数が多い状況とは言えないが、当センターにはアルコール問題での電話相談が頻繁にあり、当事業が実施されていることを案内している。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　相談事業については、アルコールの問題で相談する方々ができるだけ相談しやすいようにする必要があることから、利便性と効率性の両立を考慮した日程、場所等を設定している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　酒害相談が実施されていることについての認知度が不足していると思われるため、各市町村広報誌に事業内容を掲載依頼するなど、市町村との協力に積極的に取り組んでいく必要がある。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　アルコールに依存している方は多く、そこから自殺、家庭崩壊、交通事故等様々な問題に発展する可能性は否定できない。

当事者や家族の方が直接、診療所や病院に相談、治療するケースもあるが、多くの場合はまず、「どこかに相談」という行動をとると思われる。本事業の相談員は自ら苦しんだ経験のある者であり、より具体的な助言を期待できることから、継続して事業を行う必要がある。




